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事 業 名 称 
県人会と県が連携した空家対策システム構築 

－実態調査に基づく商品化と流通促進－ 

事業主体 名 山梨県人会十士会 

連 携 先 山梨県・山梨県人会連合会および各単位会 

対 象 地 域 山梨県全域 

事業の特 徴 

① 出郷者が所有する空き家の実態調査 

② 県・市町村との連携による２地域窓口新設と空き家対策システム構築 

③ 県人会による社会課題解決とサードセクターとしての県人会像標榜 

成 果 
① 出郷者所有空き家の実態調査結果 

② 県人会と県・市町村との連携による空き家対策システム 

成果の公表先 
山梨県人会空家対策部会ＨＰ 

http://10shikai-akiya.jp/index.php 

 

１．事業の背景と目的 

 

（１）取組みの背景 

①山梨県人会十士会と会員３万人を擁する統括組織 山梨県人会連合会 

山梨県人会十士会は、山梨県出身の弁護士や一級建築士のほか、法務・税務、建設・不動産を

業務領域とする国家資格者約５０名により構成された山梨県人会の単位会であり、平成２５年

４月に設立された。また、会員約３万人を擁する統括組織、山梨県人会連合会に所属している。

山梨県は空き家率が全国ワースト 1位であることを踏まえ、県人会員が所有する空き家の商品

化と流通促進を目的として、平成２８年に空き家対策部会を発足させた。民間の調査によると、

相続手続き未済空き家のうち、県外に共同相続人が存在する割合は４割を超えているとされ、

出郷者への対応は課題解決に向けて必要不可欠であると考えるに至った。 

②サードセクターとしての県人会と社会課題 

県人会の主たる目的として、会員同士の親睦、郷土の発展寄与などが挙げられるが、本事業に

より空き家問題という社会課題を解決することにより、県・市町村と連携した郷土の発展に寄

与するシステムを構築したい。平成１２年の地方分権一括法以降、県人会を含むサードセクタ

ーの役割は増大、本事業を通じて県人会組織の将来像を全国に発信したいと考えている。山梨

県からの出郷者は約１２０万人とされ、県内人口約８０万人の１．５倍にもおよぶ。県人会に

所属する出郷者の数は約３万人と、県人会組織としては我が国第３位の規模を誇る。山梨県人

会連合会の弦間明会長（資生堂特別顧問）は、リンケージ２００（県外１２０万人と県内８０

万人の有機的結合）構想を掲げ、我が国のあるべき県人会像を先導している。本事業も、その

理念を具現化するものである。 

③これまでの活動実績 

活動開始時期以降、山梨県人会連合会および約６０の単位会に対して、空き家問題に関する啓

蒙活動と、本会の事業説明を継続的に実施している。併せて、会員である弁護士を講師に危険

空き家に対する損害賠償請求、同じく一級建築士を講師に補助金の活用方法などの事例研究会

を行い、高度な処理能力を必要とする事案についての知識集積など研鑽に努めている。定期的

に山梨中央銀行東京支店にて無料相談会を開催するほか、平成２９年 1月には、田舎暮らし支

援センター相談員と甲府移住コンシェルジュを招聘して、移住・定住に関する講演会をオープ

ンセミナー形式にて開催、多くの県人会員の参加もあり、移住と空き家について考察すること
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ができた。また、同年８月には、中心市街地活性化法まちづくり会社との協働による甲府中心

市街地の視察会を開催、シャッター商店街や空洞化に関する意見交換を行い、本事業に活用す

る予定である。なお、平成２７年には、コンパクトシティ論に関するオープンセミナーとシン

ポジウムを甲府市役所にて開催、計画案を市長に提出するなどの活動を行った。本部会発足前

においては、十士会会員が独自に空き家に関する事案を処理していた。社会貢献度の高いもの

として、ノーベル賞受賞の大村智博士生家のシェアハウス化（韮崎市）、空き家の相続手続と

取壊ののちの小学校校地拡張事業への譲渡（甲府市）などの実績がある。 

 

（２）目的 

  ①出郷者が所有する空き家へのアプローチ 

山梨県の空き家率は２２％と全国ワーストであることは周知のとおりである。民間調査による

と、空き家のうち所有権が相続などにより分散（共有）され、県外に存在する割合は３０～４

０％といわれており、空き家問題の解決においては、それが障壁となっている可能性が高いこ

とが想定される。上述のとおり、山梨県人会は約３万人の会員を擁しており、会員への啓蒙や

啓発は問題解決に影響を及ぼすものである。 

  ②二地域窓口と県・市町村連携 

具体的には、オープンセミナー・Ｕターンツアー・個別相談会・アンケートなどを実施するこ

とにより、空き家問題の周知を行い、解決に向けた個々の姿勢を惹起して解決に導く必要があ

る。そのためには、首都圏と山梨県に存在する一元化された窓口が必要であり、それを具備す

る本会が機能すべきと考える。また、都心への人口一極集中や地方の人口減少を鑑みると、将

来的にもその重要性は増大する。県外空き家所有者と県・市町村との結節機能を早期に構築す

ることが、問題解決のみならず、拡大防止の一助となるものと思慮する。 

   

２．事業の内容 

 

（１）事業の概要と手順 

応募から事業終了までの間の事業の内容と手順を、以下のように進めた。 

表１ 工程表 

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

・アンケート（60単位会×100名＝6,000件を目標）による実態調査・将来予測・市町村データ

補完
準備 発送 回収 集計 分析 報告 　

・県・市町村との協働による相談会やオープンセミナーを首都圏にて開催 相&OS① 相&OS② 相&OS③

・パンフレット・会報誌・ホームページなどを用いた啓発活動 HP開設 会報④ （パンフ随時）

・事業を遂行する県・市町村職員および本会スタッフの知識研鑽 事例研究③ 事例研究④

・遺産分割や相続登記などの諸手続などを本会スタッフが受任して商品化 （随時）

・必要に応じて調停や訴訟および相続税申告などを受任して商品化 （随時）

・県人会と県・市町村とが効果的に連携するシステムを構築してシナジーを発揮 （随時）

・商品化された空家情報を県・市町村に提供して流通を促進（要検討：個人情報取扱） （随時）

・Uターンツアーなどの開催による子世代が現状を認識する機会を設定  　 　 ツアー④

・上記などにより家族間コミュニケーションの機会を設定 （随時）

・上記相談会やオープンセミナーを機会とした子世代から親世代に対する活用の推奨促進 （随時）

・遺言・成年後見・民事信託などが必要な事案の情報を県・市町村に提供 （随時）

 

実態把握と啓蒙

活動／出郷者が
所有する空家の

実態把握と問題

意識の醸成

臨床的事業／出

郷者が所有する

空家の商品化

（入口事業）と流

通促進（出口事

業）

予防的事業／空
家を増加さない

ための遺言・成

年後見・民事信

託などの活用促

進

　事例研究⑤

課題の大分
類

課題に対する取組
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（２）事業の取組詳細 

１）実態把握と啓蒙活動／出郷者が所有する空き家の実態把握と問題意識の醸成 

①アンケート（６０単位会×１００名＝６，０００件を目標）による実態調査・将来予測・市町

村データ補完 

②県・市町村との協働による相談会やオープンセミナーを首都圏にて開催 

③パンフレット・会報誌・ホームページなどを用いた啓発活動 

④事業を遂行する県・市町村職員および本会スタッフの知識研鑽 

２）臨床的事業／出郷者が所有する空き家の商品化（入口事業＝使用・収益・処分が可能な状態と

するための相続登記などの事前措置）と流通促進（出口事業） 

⑤遺産分割や相続登記などの諸手続などを本会に所属する国家資格者に取り次ぎ商品化 

⑥必要に応じて調停や訴訟および相続税申告なども同様に取り次ぎ商品化 

⑦県人会と県・市町村とが効果的に連携するシステムを構築してシナジーを発揮 

⑧商品化された空き家情報を県・市町村に提供して流通を促進 

３）予防的事業／空き家を増加さないための遺言・成年後見・民事信託などの活用促進 

⑨Ｕターンツアーなどの開催による子世代が現状を認識する機会を設定 

⑩上記などにより家族間コミュニケーションの機会を設定 

⑪上記相談会やオープンセミナーを機会とした子世代から親世代に対する活用の推奨を後押し 

⑫遺言・成年後見・民事信託などが必要な事案の情報を県・市町村に提供 

 

・アンケートの対象者：山梨県人会は約６０の単位会により構成されており、その統括団体とし

て山梨県人会連合会が存在する。連合会の理事会にて趣旨説明を行ったのち、賛同のあった単

位会から名簿を受領してアンケートを送付した。 

・選定方法：賛同した単位会から提供のあった名簿が６，０００名に達した時点で募集を終了し

た。なお、この６，０００名が空き家を所有しているか否かを認識することはできないため、

アンケート送付対象者はその意味で無作為抽出となる。 

・設問項目：下記（３）①参照。 

・配布：書式自由にて提供される名簿を逐次データベース化ののち、実態調査アンケート用紙を、

返信用封筒、国交省報道発表文書、本会リーフレット、オープンセミナー＆相談会の案内など

とともに料金別納郵便にて郵送した。 

・回収方法：上記返信用封筒を、料金後納郵便にて受領した。 

・相談希望者及び情報提供に同意を得られた者へのアプローチ方法など：アンケートに相談希望

の旨が記載されていた案件に対して、アンケート結果をもとに電話やメールなどにより実情を

聴取ののち、官公庁や現地における調査を実施したうえで相談会に誘導した。相談会では、調

査結果に基づき、会員である法律、建築不動産の国家資格者が対応、具体的な解決方法を導出、

爾後、解決方法に基づき当該国家資格者が実務を遂行した。 

・相談会・セミナーも内容や実施回数、会場、周知方法、相談会の相談体制（専門家の内訳別人

数）等：下記（３）②参照。 

 

（３）成果 

１）実態把握と啓蒙活動／出郷者が所有する空き家の実態把握と問題意識の醸成 

①アンケート（６０単位会×１００名＝６，０００件を目標）による実態調査・将来予測・市町

村データ補完 
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・アンケート結果については以下の通りである。 

 

図１ アンケート調査結果概要 

 

 

 

・アンケート調査結果：山梨県人会会員約３万名から、空き家の所有の有無にかかわらず無作為

抽出した５，８４８名に郵送する方法で行った。 

 

 表２ アンケート調査結果概要 

 

山梨県人会会員に対する空き家アンケート調査

（調査期間：平成29年9月～平成30年2月）

アンケート送付数 通

尋ねあたらずその他 通

回答数 通

実回答率 ％

相談希望数 件

面談件数 件

　

対策着手数 件

5,848

367

855

15.60

20

17

30

 

  

・問１・問２：回答があった８５５名のうち、４人に１人に相当する約２６％の会員が、現在空

き家を所有、または、将来所有の可能性ありと回答している。会員総数約３０，０００人に置

き換えると、約７，５００人が空き家所有者、または、その予備軍と計算される。 
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表３ アンケート問１ 

単位：件

問１　　あなたは、山梨県内に建物を所有していますか。
 　または、今後、相続等により山梨県内に建物を所有する可能性がありますか。

１ 山梨県内に建物を所有している 147
２ 今後、相続等により山梨県内に建物を所有する可能性がある 71
３ 山梨県内に建物を所有しておらず、今後も所有する可能性がない 631

849

218

1
17%

2
9%

3
74%

 

   

  表４ アンケート問２ 

  

１ 空き家となっている（または空家に近い状態となっている） 85
２ どちらかと言えば、近い将来、空き家となる可能性がある 36
３ どちらかと言えば、当面、空き家となる可能性がない 95

　 　

216

121

問２　　問1で「１」または「２」と回答された建物の状況をお答えください。　　

1
39%

2
17%

3
44%

 

 

  ・問３：省略 

 

  ・問４：空き家所有の原因は、相続が８２％の７４名とその大半を占めた。予想通り、相続に際

する、遺言・後見・信託などの事前対策、また、相続開始後の迅速なる遺産分割が求められる。 

 

   表５ アンケート問４ 

問４　　問２で「１」と回答された空き家について、建物の取得理由をお答えください。    

１ 相続により取得した（相続により取得する予定） 74
２ もともと、自らの居住用または業務用として取得した 8
３ もともと、別荘などの二次的利用が目的で取得した 2
４ 投資目的で取得した 0
５ その他 6

90

1
82%

2
9%

3
2%

4
0%

5
7%

 

 

  ・問５：空き家になってから３年以上を経過しているものが約８０％、そのうち１０年以上が約

５０％と、空き家となってから長期化しているものが多く、問４の取得原因は相続が８２％で

あるとの結果と結びつけると、数次相続による相続人増幅などにより分割協議は困難であり、
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解決に向けて触手することには多くの障壁が存在するものと思われる。 

 

   表６ アンケート問５ 

問５　　問２で「１」と回答された空き家について、空き家になってどのくらいの期間が経過しているかお答えください。　　

１ １年未満 5
２ １年以上３年未満 10
３ ３年以上５年未満 9
４ ５年以上１０年未満 18
５ １０年以上 35
６ 不明 0
７ その他 4

81

1
6%

2
13%

3
11%

4
22%

5
43%

6
0%

7
5%

 

 

  ・問６：東京から１００ｋｍ圏であることが功を奏してか、約８５％が、同居家族、親戚知人、

専門業者が空き家の管理を行っていると回答している。適切な管理が行われているのであれば、

危険空き家となる可能性は低いものと考えられる。 

 

   表７ アンケート問６ 

問６　　問２で「１」と回答された空き家について、どなたが管理（家の中の手入れや庭の雑草処理など）していますか、お答えください。　　

１ あなたまたは同居家族 49
２ 親戚又は知人 24
３ 民間業者 6
４ その他 13

921
53%2

26%

3
7%

4
14%

 

 

  ・問７：管理の頻度については、半数以上が２～３箇月に１回以上、約７５％が半年に１回以上

と回答しており、これも東京からの距離が影響しているものと考えられる。 

 

   表８ アンケート問７ 

問７　　問２で「１」と回答された空き家について、どなたが管理（家の中の手入れや庭の雑草処理など）の頻度をお答えください。

１ １～２週間に１回程度 6
２ 月に１回程度 23
３ ２～３か月に１回程度 17
４ 半年に１回程度 15
５ １年に１回程度 6
６ ほとんど管理していない 7
７ その他 9

83

1
7%

2
28%

3
21%

4
18%

5
7%

6
8%

7
11%
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  ・問８：空き家の利用状況については、全く利用していないは約３５％にとどまり、それ以外は

何等かの方法により利用をしている。相談会などにて聴取した結果では、墓参、親戚知人廻り、

観光などの際の宿泊に供されている模様である。また、仏壇仏具などの祭祀道具、また、両親

の遺品などを自宅などに移設することができず、空き家である実家に置いたままにしている事

案が多く見受けられた。 

 

   表９ アンケート問８ 

問８　　問２で「１」と回答された空き家の現在の利用状況について、お答えください。

１ 全く利用していない 30
２ 時々宿泊等に利用している 37
３ 物置として利用している 14
４ その他 4

85

1
35%

2
44%

3
16%

4
5%

 

 

  ・問９：今後の方針については、使用（継続使用・一時使用・相続などによる承継）が約４０％、

収益（賃貸）が約８％、処分（売却・解体）が約３２％であった。ただし、使用に関しては、

問８にもあるような墓参などの際の宿泊ほか、今後も一時的な使用を希望するといった回答が

約３０％を占めた。一方、売却希望も約２７％にのぼる。 

 

   表１０ アンケート問９ 

問９　　問２で「１」と回答された空き家の今後の利活用の意向についてお答えください。

１ 将来、自らの居住用または業務用として利用したい 5
２ 当面、現在の利用（時々宿泊等に利用、物置として利用など）を継続したい 28
３ 賃貸用として貸し出したい 7
４ 売却したい 25
５ 解体して土地活用したい 5
６ 子や孫に相続してもらいたい 5
７ 未定 12
８ その他 6

93

1
5%

2
30%

3
8%

4
27%

5
5%

6
5%

7
13%

8
7%

 

 

  ・問１０：相談を希望するが回答者の３分の１であった。希望者には逐次連絡を取り、オープン

セミナーや個別相談会などに誘導した。相談希望者には高齢者も多く、また、事前に共有者や

共同相続人との意見調整が必要など、面談の機会を設定するまでには相当な労力を費やした。

また、山梨県内にての現地確認を伴う面談を希望する事案も多かった。面談に際しては、事前

の現地確認や法務局や官公署などにおける調査を行ったこと、また、解決策を導出するに相応

しい国家資格者、かつ、空き家の存する市町村の出身者など、地元に詳しい担当者が対応した

ことが効率につながった。 
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   表１１ アンケート問１０ 

    

 

  ・問１１：省略 

 

  ・問１２：アンケートの内容の行政に対する情報井提供については、同意するが大半であったが、

約１２％が拒否した。アンケートではその理由を求めていないため定かではないが、恐らく共

有者や共同相続人などが存在する場合や、何等かの紛争状態にある場合などが想定される。 

 

   表１２ アンケート問１２ 

問１２　　本アンケートにご記入いただいた内容については山梨県及び市町村の空き家対策関連部署に

　　　情報提供することで、今後の空き家対策に役立てていただこうと考えています。

       本アンケートにご記入いただいた内容を山梨県及び市町村に提供することにご同意いただけますか。

１ 同意する 671
２ 同意しない 89

無回答 95

855

以上

1
88%

2
12%

 

 

②県・市町村との協働による相談会やオープンセミナーを首都圏にて開催 

   告知方法は、アンケート同梱のフライヤー、相談ありと回答のあった 

 ・第１回オープンセミナー＆個別相談会：平成２９年１１月１９日（日）私学会館 

   オープンセミナー：参加者３５名（報道関係者含む） 

「基調講演－山梨県人会の展望と社会課題の解決」 

山梨県人会連合会会長 弦間明氏 

            「山梨県の空き家の現状と課題～空き家率全国１位の山梨県～」 

山梨県県土整備部住宅対策室 彈塚崇氏 

            「空き家を放置することの危険性とその対策」 

山梨県人会十士会 弁護士 小林洋介 

      個別相談会：相談者１１名（使用１名・収益２名・処分８名） 

            対応者１１名（弁護士２名・税理士１名・行政書士１名・不動産鑑定士

２名・一級建築士３名・宅地建物取引士２名） 
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・第２回オープンセミナー＆個別相談会－平成３０年１月１７日（水）私学会館 

  オープンセミナー：参加者３３名 

「スポーツとまちづくり」 

           株式会社ヴァンフォーレ山梨スポーツクラブ 代表取締役 輿水順雄氏 

     個別相談会：相談者６名（使用１名・収益２名・処分３名） 

           対応者６名（弁護士１名・行政書士１名・不動産鑑定士１名・一級建築

士１名・宅地建物取引士２名） 

・第３回オープンセミナー＆個別相談会－平成３０年３月１日（木）甲府市役所・山梨文化会館 

  オープンセミナー：参加者５１名（報道関係者含む） 

「中心市街地と空き家問題」パネルディスカッション形式 

           甲府市議会議員 神山玄太氏 

           山梨県人会十士会 一級建築士 齊藤透 

           株式会社オスカー（民泊ポリス） 代表取締役 中込元伸氏 

           甲府市地域振興課 甲府コンシェルジュ 成澤治子氏 

           山梨県人会十士会 弁護士 日向一仁 

           株式会社丸正渡邊工務所 代表取締役 渡邊正博氏 

     個別相談会：相談者３名（使用１名・収益０名・処分２名）相談会前から継続 

           対応者３名（司法書士１名・行政書士１名・宅地建物取引士１名） 

 

写真１            写真２ 

平成２９年１１月１６日（木） 平成２９年１１月１９日（日） 

事例研究会（後出）      オープンセミナー 

  

写真３           写真４           写真５  

平成２９年１月１７日（水） 平成２９年１月１７日（水） 平成３０年３月１日（木） 

個別相談会         オープンセミナー      オープンセミナー 

    
 

③リーフレット・会報誌・ホームページなどを用いた啓発活動 

・リーフレット１０，０００部を作成して①のアンケートとともに発送ほか 

・会報第４号に特集を組み「知事と語る会」にて山梨県知事より直接告知のうえ配付ほか 

・空家対策部会ホームページを新規開設して情報提供ほか        
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図２ ホームページ 
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図３ リーフレット（三つ折） 
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④事業を遂行する県・市町村職員および本会スタッフの知識研鑽 

・第４回（同上）事例研究会－平成２９年１１月１６日（日）私学会館 

        参加者２０名          

「相続手続き未済空き家の行政代執行」 

山梨県中央市政策秘書課 課長 望月智氏ほか２名 

・第５回（同上）事例研究会＆Ｕターンツアー－平成３０年３月１日（木）甲府市役所ほか 

        参加者５１名  

「甲府市中心市街地不動産全戸調査の結果と空き家問題」爾後オープンセミナー 

山梨県人会十士会 理事空家対策部会長 後藤貴仁 

２）臨床的事業／出郷者が所有する空き家の商品化（入口事業＝使用・収益・処分が可能な状態と

するための相続登記などの事前措置）と流通促進（出口事業）】 

⑤遺産分割や相続登記などの諸手続などを本会に所属する国家資格者に取り次ぎ商品化 

  ⑥必要に応じて調停や訴訟および相続税申告なども同様に取り次ぎ商品化 

  ⑦県人会と県・市町村とが効果的に連携するシステムを構築してシナジーを発揮 

  ⑧商品化された空き家情報を県・市町村に提供して流通を促進 

  ・⑤～⑧に関しては下図に記載 

 

・アンケートに相談希望と回答した事案の進捗状況 

（成果として、アンケートで把握した空き家所有者（８５名）の相談希望者３０件について、

面談を実施した事案２０件のうち、１７件に対して具体的な提案を実施した。そのうち、専

門家に取り次ぎ何等かの結果を導いた事案は４件である。） 

 

図４ 事案の進捗状況 

 

 

・本事業に基づく山梨県および各市町村との連携スキーム 

（アンケートにより入手できた空き家情報については、必要に応じて県・市町村に提供を行い、

データベースの補完に使用する予定である。現時点においては発生していないが、空き家バ

ンクへの登録が合理的と考えられる事案については情報を提供したい。また、特に利活用に

関する知見に関しては、積極的に情報を共有したいと考えている。） 
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図５ 十士会と県・市町村－主な取組内容（連携分野中心） 

 

 

３）予防的事業／空き家を増加さないための遺言・成年後見・民事信託などの活用促進】 

⑨Ｕターンツアーなどの開催による子世代が現状を認識する機会を設定 

⑩上記などにより家族間コミュニケーションの機会を設定 

⑪上記相談会やオープンセミナーを機会とした子世代から親世代に対する活用の推奨促進 

⑫遺言・成年後見・民事信託などが必要な事案の情報を県・市町村に提供 

  

 ・参加者の感想（抜粋） 

「歴史の経過を痛感した現状を知ることができた」 

「こんなに空き家が甲府市にあるとはびっくりした」 

「少しでも知人に（空き家を）紹介できたらと思う」 

「（利活用などの）成功例には将来の明るい見通しができた」 

「行政評価が低い」 

「マッチングを果たすＰＣの情報（役割）を知りたい」 

    

３．評価と課題 

 

（１）実態把握と啓蒙活動／出郷者が所有する空き家の実態把握と問題意識の醸成 

①アンケート（６０単位会×１００名＝６，０００件を目標）による実態調査・将来予測・市町

村データ補完 

・アンケートの発送はあくまでも無作為（発送対象者の空き家所有の有無は認識できていない）

に行ったものであり、回答（返信）率は約１５％であったが、相談希望者の大半と面談ができ、

２０件の案件が進捗中である。面談が可能となった要因として、スタッフがアンケート回収後、

迅速に相談希望者に連絡を取り、オープンセミナーや個別相談会などに誘導したことが挙げら

れる。 

・高齢者も多く、共有者や共同相続人との意見調整など、面談の機会を設定するまでの障壁もあ

ったが、労力を費やして対応した。現地確認を伴う面談を希望する事案も多かった。面談に際
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しても、事前調査や現地確認を怠らなかった。また、然るべき資格者、かつ、当該市町村出身

者などが対応したことが効率にもつながった。 

②県・市町村との協働による相談会やオープンセミナーを首都圏にて開催 

・上記は、回答者の相談会やオープンセミナーへの参加が相乗効果をもたらしたものである。東

京の専門家は遠方かつ低額な山梨県の空き家を取り扱わない、との先入観があり解決に踏み出

せなかった事案も多かったが、馴染みのある県人会員の専門家に相談をする機会に恵まれたこ

とにより一歩踏み出すことができたとの声が多かった。 

③パンフレット・会報誌・ホームページなどを用いた啓発活動 

・本会会員が県人会の各種会合に足を運び、これらの媒体を直接手渡して度重なる説明を行った

ことが、空き家問題の重要性を浸透させ、何らかのアクションを起こす契機となった。意外だ

ったのは、山梨県が空き家率全国ワーストとの事実を知らなかった、また、知っていてもそれ

が社会に及ぼす影響について認識している県人会員は極めて少数であったことである。 

④事業を遂行する県・市町村職員および本会スタッフの知識研鑽 

・１１月１６日に開催した山梨県中央市の空き家除去の事例研究では、除去後の残材管理などに

おける２次的な問題の発生を認識することができた。行政経営の観点からも、事前準備と初動

の重要性を認識した。 

 

（２）臨床的事業／出郷者が所有する空き家の商品化（入口事業）と流通促進（出口事業）】 

⑤遺産分割や相続登記などの諸手続などを専門家に取り次ぎ商品化 

⑥必要に応じて調停や訴訟および相続税申告などを専門家に取り次ぎ商品化 

⑦県人会と県・市町村とが効果的に連携するシステムを構築してシナジーを発揮 

⑧商品化された空き家情報を県・市町村に提供して流通を促進 

・⑤～⑧に関して、アンケートに回答のあった８５５件から２０件の専門家への取り次ぎを行っ

た。現時点における進捗状況の内訳は、調査中３件、提案済１３件、実施済４件である。市町

村における行政代執行のハードルは高く（予算１００～２００億円に対して年間１件程度か）、

県人会という任意団体が、この半年間に利活用や売却を中心に成果をあげたことは意義あるも

のと思慮する。 

・⑦に関しては、行政自体との連携についての障壁は少ないものの、市町村の空き家対策協議会

や地元の職域団体との関係については、利害関係者を交えた熟考が大いに必要である。ここに

おいては、目的を見失わない、社会課題に対峙する一枚岩の体制が求められる。 

 

（３）予防的事業／空き家を増加さないための遺言・成年後見・民事信託などの活用促進】 

⑨Ｕターンツアーなどの開催による子世代が現状を認識する機会を設定 

⑩上記などにより家族間コミュニケーションの機会を設定 

⑪上記相談会やオープンセミナーを機会とした子世代から親世代に対する活用の推奨を後押し 

⑫遺言・成年後見・民事信託などが必要な事案の情報を県・市町村に提供 

・⑨～⑫に関しては、山梨県内の複数のメディアがこの事業を広範に告知したことが、空き家問

題を浸透させ、裾野の拡大につながったものと考えられる。 

・⑪に関して、参加者には、親または子のみではなく親子での参加も見受けられた。これは、子

世代が親世代に警鐘を鳴らした結果であると聞いている。 
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４．今後の展開 

 

  ・山梨県人会十士会、また、空家対策部会の事業は、先駆的空き家対策モデル事業の終了後にお

いても継続される。 

・今後は、山梨県と各市町村との連携をより堅固とするための方策手段を模索したい。特に、 

空き家所有者情報の共有 

他県と比較して成約率が高いとされる空き家バンクへの空き家情報の提供 

利活用ノウハウなどの提供と共有 

   などがその対象となる。 

  ・上述の通り、山梨県からの出郷者は約１２０万人とされ、県内人口約８０万人の１．５倍にも

およぶ。我が国第３位の規模を誇るこの山梨県人会の試みを、他の県人会などにも浸透させて

いただきたいと考えており、積極的な情報開示を行っていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業主体概要・担当者名 

設立時期 平成２５年４月２３日（空家対策部会は平成２８年１１月２２日） 

代表者名 会長 飯窪光隆 

連絡先担当者名 理事兼空家対策部会長 後藤貴仁 

連絡先 
住所 

〒２２５－０００２ 横浜市青葉区新石川三丁目１４番地１０－４Ｆ 

株式会社クロスリアルティコンサルタンツ内 

電話 ０９０－５８１５－１０１６ 

 


